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１ プラン策定の趣旨 

平成２９年８月２９日に中央教育審議会初等中等教育分科会「学校における働き方改革

特別部会」が示した「学校における働き方改革に係る緊急提言」※１では、「学校における

働き方改革」の必要性が打ち出されました。同年１２月２２日には、中央教育審議会が「新

しい時代の教育に向けた持続可能な学校指導・運営体制の構築のための学校における働き

方改革に関する総合的な方策について（中間まとめ）」を公表し、「教職員及び専門スタッ

フ等、学校指導・運営体制の効果的な強化・充実」や「勤務時間の適正化や業務改善・効

率化への支援」等、働き方改革の具体的な方策を示しました。これを受け、文部科学省は、

同年１２月２６日に、「学校における働き方改革に関する緊急対策」を公表し、具体的な対

策を示しました。「業務の役割分担・適正化を着実に実行するための方策」、「それぞれの業

務を適正化するための取組」、「勤務時間に関する意識改革と時間外勤務の抑制のための必

要な措置」等が示されたことで、文部科学省、教育委員会、学校のそれぞれが取り組むべ

き具体的な内容が明らかとなりました。 

本市では、平成２３年度に「学校現場の勤務負担軽減検討会」を立ち上げ、学校現場の

勤務負担軽減のあり方について協議し、各学校では会議や行事の削減、事務の効率化、教

育委員会では提出文書の削減や簡略化、各種非常勤職員や支援員の配置、学校徴収金の公

会計化などの取組みを進めてきました。これらの取組みにより「勤務による負担感が大い

に減少した、または、多少なりとも減少した」と感じる教員の割合はおおむね７０％とな

り、勤務負担軽減には一定程度の効果を発揮することができました。一方で、本市で行っ

ている在校時間調査では、２３年度以降も勤務時間を除く在校時間が微増となっており、

これまでの勤務負担軽減策が在校時間の削減には結びついているとは言い難く、抜本的な

働き方の改革が必要な状況にあるといえます。 

そこで、平成２９年１０月には「チーム学校」推進委員会を立ち上げ、教員の働き方改

革に向けた教育委員会としての方針や具体的方策を盛り込んだ「学校における働き方改革

プラン」を策定し、限られた時間の中で、教員が日々の生活の質や教職人生を豊かにし、

自らの人間性や創造性を高め、子どもたちに対して効果的な教育活動を行うことができる

状況を作り出すこととしました。 

このプランに掲げる目標が各学校において現実のものとなることで、本市教員一人ひと

りが心身の健康保持を実現し、充実した教育活動を行うことができるようになり、本市教

育の質が向上していくと考えています。 

 

※１「学校における働き方改革に係る緊急提言」 

教員が授業や授業準備等に集中し、教員が健康でいきいきとやりがいをもって勤務でき、教育の質を高められる環境

を構築することが必要である。しかしながら、教員勤務実態調査から、教職員の長時間勤務の実態が看過できない状況

であり、授業改善をはじめとする教育の質の確保・向上や社会での活動を通じた自己研鑽の充実の観点からも、学校教

育の根幹を揺らぎつつある現実を重く受け止めるべきであり、『学校における働き方改革』を早急に進めていく必要が

ある。 



２ 

 

２ 勤務の現状等 

日本の学校・教員は、諸外国よりも広範な役割を担っています。これは、教育課題

が複雑化・困難化していることに合わせ、教員の子どもたちのためにという使命感と

責任感により、業務範囲が拡大してきたためと考えられます。また、学校現場は時間

管理の概念が希薄であり、勤務時間を超えて仕事を行うことが習慣化していることも、

在校時間が増加する要因となっています。 

（１）本市の実態（平成２９年度在校時間調査結果より） 

 

① 教諭の勤務時間を除く在校時間（月平均）の分布状況 

グラフから、小学校は勤務時間を除く在校時間は５０時間台が多く、中学校は６０

時間台、特別支援学校は２０時間台、高校は４０時間台が多くなっていることがわか

ります。また、中学校、高校はばらつきが大きくなっていて、在校時間が長くなる傾

向があります。特に、中学校で、いわゆる「過労死ライン」と言われる月８０時間超

の時間外勤務をしている教員が多くなっていることは問題です。その大きな要因とな

っているのは部活動で、すぐにでも対策が必要な状況です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

20.0%

25.0%

0
0
:0

0
～

 

0
5
:0

0
～

 

1
0
:0

0
～

 

2
0
:0

0
～

 

3
0
:0

0
～

 

4
0
:0

0
～

 

5
0
:0

0
～

 

6
0
:0

0
～

 

7
0
:0

0
～

 

8
0
:0

0
～

 

9
0
:0

0
～

 

1
0
0
:0

0
～

 

1
1
0
:0

0
～

 

1
2
0
:0

0
～

 

1
3
0
:0

0
～

 

1
4
0
:0

0
～

 

1
5
0
:0

0
～

 

割
合

 

＜勤務時間を除く在校時時間月平均＞ 

小 

中 

特 

高 

中学校・高校では勤務時間を除く在校時間が２００時間を超える教員も見受けられます。仮に、１か月のう

ち、土日の８日間すべてで８時間部活を行っていたとして、残りが平日の時間外勤務であったと仮定すると、

平日は１日当たり約７時間の時間外勤務をしていたことになります。平日に部活の朝練（時間外勤務）を１時

間行い、通常の勤務を１６時３０分まで行ったとしても、まだ残り６時間の時間外勤務をする計算になるので、

毎日２２時３０分まで勤務することになります。それから帰宅し、また翌日は朝練のために早起きをするとい

う生活が続きます。いつ健康被害が起きてもおかしくない状態です。 

（トピックス）勤務時間を除く在校時間が２００時間超え！？ 
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② 教員（主幹教諭、教諭、養護教  

諭、栄養教諭）の勤務時間を除 

く在校時間の月平均 

 

 

 

③ 勤務時間を除く在校時間が月平  

 均４５時間を超える教員の割合 

 

 

平成２８年度の文部科学省教員実態調査の結果と同様、本市の教員の長時間勤務

の主要因は授業準備・生徒指導・事務処理・行事準備等となっています。中学校・

高校では、これに部活動指導が加わります。帰りの会が終わり子どもたちが下校す

るのはおよそ１６時です。それから教材準備を始めても３０分で終業時間となって

しまいます。部活動を行っている場合は、部活終了が１８時として、そこから教材

準備が始まりますので、本来業務である授業のための時間はすべて勤務時間外とな

ってしまう現実があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
小 中 特 高 

29年度 42 時間 64 時間 27 時間 56時間 

 小 中 特 高 

29年度 55.3％ 72.5％ 17.6％ 27.9％ 

２９年度 全校種の平均４９時間 

２９年度 全校種の割合５９％ 

千葉市の教員の勤務時間を除く在校時間の平均から、千葉市の小学校、中学校の教員の平均的な勤務

の状況を図にしました。 

（勤務時間を除く在校時間の平均、平日小学校約２時間、中学校約３時間） 
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 時間外勤務 勤務時間 基本８：００～１６：３０ 時間外勤務 

（トピックス）千葉市の教員の平均的勤務のイメージ 

教員の時間外勤務手当は、「公立の義務教育諸学校等の教育職員の給与等に関する特別措置法（昭和４６年）」

において、「教員の職務は勤務時間の長短によって機械的に評価することは必ずしも適当でない」として、時

間外勤務の有無や総量に関わらず給料の４％の「教職調整額」を支給するよう定められています。また、それ

を支給する代わりに、「時間外勤務手当及び休日勤務手当は、支給しない」と規定しています。教職調整額の

４％は昭和４６年当時の教員の時間外勤務の月平均が８時間という実態を参考に決められたものです。 

（トピックス）教員の残業代はいくらなの？ 

＜校種別＞ 

＜校種別＞ 
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④ 勤務時間を除く在校時間（月平均）の推移 

＜小学校＞                         （時間） 

年  度 校  長 
副校長 
教  頭 

教諭全体 
内訳 

主幹教諭 教  諭 養護教諭 栄養教諭 

平成２３年度 19 51 40 60 41 27 25 

平成２４年度 20 55 43 52 44 30 39 

平成２５年度 22 56 44 71 45 31 47 

平成２６年度 23 60 46 43 47 34 28 

平成２７年度 26 61 48 42 49 32 30 

平成２８年度 26 61 48 55 47 31 28 

平成２９年度 29 62 42 56 42 28 30 

 

＜中学校＞                         （時間） 

年  度 校  長 
副校長 
教  頭 

教諭全体 
内訳 

主幹教諭 教  諭 養護教諭 栄養教諭 

平成２３年度 33 60 60 94 61 32   

平成２４年度 29 62 64 84 65 33   

平成２５年度 29 65 63 73 65 36   

平成２６年度 35 71 64 65 65 35 40 

平成２７年度 37 72 62 67 64 35 43 

平成２８年度 36 73 62 55 69 35 30 

平成２９年度 37 78 64 71 71 35 7 

 在校時間調査を始めた平成２３年度から２９年度の推移をみると、教諭全体として

は微増しています。これは、比較的遅くまで残る傾向のある若手教員が増えたことが

影響しているという見方もできますが、副校長・教頭の在校時間が増えてきているこ

とから推察すると、業務量の増加が要因と考えられます。この間、学習指導要領の改

定に伴う新たな教育への対応の他、学校安全対策、アレルギー対策、いじめ防止法へ

の対応等として、学校ごとの計画策定や校内委員会の設置等が求められるなど、業務

量が増える要因は様々ありました。さらに、特別な配慮を要する児童生徒や日本語指

導を必要とする児童生徒も増加してきており、個別の支援計画の策定や教材の用意な

ど、より一人ひとり個に応じた指導のための業務も増えてきています。保護者対応が

増加していることも要因の１つです。 

これまでも、各学校では事務の効率化や行事の削減に取組んできましたが、抜本的

な働き方の改革が必要な状況にあると言えます。 

 

 

 

 

 

 

本市では、平成３０年４月から「学校給食費の完全公会計化」を実施するともに、学校の業務改善を図るた

め「一括徴収制度」の仕組みを導入しました。これにより、給食費の未納・滞納問題の改善が図られ、教員に

とっては、徴収や督促の業務が減少したことで、業務的にも心理的にも大幅な負担軽減となっています。保護

者にとっても利便性の向上が実現できたと考えています。導入当初は事務処理の変更に伴う負担もありました

が、現在は順調に運用されています。文部科学省が示す業務改善が実現した１つの例といえます。 

（トピックス）負担軽減策、給食費の公会計化 
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３ プランの目標 

（１）プランの目標 

 

 

 

 

 

 

学校における働き方改革の実現により、教員一人ひとりが心身ともに健康な状態

でいきいきと教育活動を行うことができるようにします。また、これまでの教員の

役割を見直し、子どもたちと向き合う時間や授業準備、教材研究の時間を十分に確

保することで、よりよい教育が実現できるようにします。 

 

 （２）数値目標の設定（目標達成年度：２０２１年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

文部科学省が２０１８年１２月に示した「公立学校の教師の勤務時間の上限に関

するガイドライン」(案)では、上限の目安時間として、「勤務を要する日の在校等

時間が、１日の勤務時間を超えた時間の１か月の合計が４５時間を超えないように

すること。」となっていることから、この基準をもとに①の数値目標を設定しまし

た。上記①の目標を達成できれば、②の数値目標の達成に近づくことになります。 

 

（３）目標達成に向けての合言葉 

 

 

 

学校における働き方改革の実現で、１人１日３０分早く帰ることができれば、１

か月で約１０時間、在校時間を削減することができます。プランの実現に向けた合

言葉として浸透させ、意識改革を図ります。 

「すすめよう３０・１０運動！」 

教員一人ひとりの心身の健康保持を実現し、 

いきいきと教育活動が行えるようにする 

①１人当たりの勤務時間を除く在校時間数の月平均を 

２０１７（平成２９）年度の平均４９時間から、 

１０時間以上削減する 
 

 
②勤務時間を除く在校時間が月平均４５時間を超える人数 

の割合を２０１７（平成２９）年度の５９％から、 

３割削減する⇒将来的には０へ 
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４ 取組の基本方針と具体的な取組 

 （１）取組の基本方針 

本プランでは、本市に勤務する教員の勤務実態の課題を改善し、前項で示した数

値目標を達成するための具体的方策を示し、教員の意識改革と業務改善・業務の適

正化を進めていきます。そして、これらの取組により教員が健康を保持し、真に子

どものために必要な業務に専念し、いきいきと教育活動に取組むことができるよう

にしていきます。 

以上の実現に向け、次の３つの基本方針に基づいて具体的取組を進めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基本方針１ 教員の業務改善と学校業務の適正化 

教員が本来業務に専念できる環境を確保するため、学校の業務を

見直します。 

・教員が担う業務の明確化・適正化 

・パソコン１人１台化による業務の効率化 

・自動応答電話の設置による閉庁日及び閉庁時間の導入 

・部活動ガイドラインの策定と適正な運用 

・外国語教育への支援充実            等 

 

基本方針２ 「チーム学校」の体制強化と人員配置の工夫 

学校に勤務する職員や支援スタッフ、地域ボランティア等の活用

により、教員の業務を支援します。 

・専門スタッフ等の配置の充実と総合的な最適化 

・学校間連携事業による教員の事務的業務の軽減 

   ・部活動指導員制度の導入 

   ・スクールサポートスタッフ配置事業の推進 

・地域の人材活用による教員の業務支援      等 

 

基本方針３ 教員の意識改革と健康保持の実現 

教員の意識改革を図り、長時間労働を是正するとともに、教員の

健康保持を実現します。 

   ・出退勤の管理 

   ・意識改革のためのプラン概要やリーフレットによる啓発 

・教員のメンタルヘルス対策の促進 

・休暇・休業取得促進              等 
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（２） 具体的な取組 

基本方針１ 教員の業務改善と学校業務の適正化 

① 教員が担う業務の明確化・適正化※２【重点的な取組】 

・外部意見等を参考にし、真に教員が担うべき業務の明確化・適正化を図りま

す。 

・各学校の実情や将来の展望を見据えた、教員配置の最適化を図ります。 

 

② パソコン１人１台化による業務の効率化【重点的な取組】 

・２０２０年１月のＣａｂｉｎｅｔシステム更新にともない、パソコンを教員

１人に１台配置します。各種帳簿作成、成績処理等の事務作業の効率化と会

議、各種連絡のペーパーレス化等を図ります。 

・ＣＨＡＩＮＳや庶務事務システムが同一パソコンで使用可能になることに伴

い、調査報告書等の作成・提出の効率化を図ります。 

 

③ 自動応答電話の設置による閉庁日及び閉庁時間の導入【重点的な取組】 

・閉庁日及び閉庁時間を自動応答設定とし電話対応を行いません。 

※閉庁日 勤務を要しない週休日、祝日、年末年始、夏季休業中の日直を置

かなくてもよい日 

※閉庁時間 平日登校時間１５分前、平日１９時以降 

（時間については目安。学校の実態に応じて対応） 

 

④ 部活動ガイドラインの策定と適正な運用【重点的な取組】 

・文化部活動ガイドラインを策定します。 

・運動部活動ガイドラインを適正に運用します。 

※休養日は週２日以上（平日は週１日以上、休日は土日どちらか） 

※１日の活動時間は、平日２時間程度、休日３時間程度 

 

 

 

※２「教員が担う業務の明確化・適正化」 

これまで学校・教員が担ってきた業務については、中央教育審議会において審議され、以下の通り考え方が整理され

ている。 

（１）基本的には学校以外（地方自治体、教育委員会、保護者、地域ボランティア等）が担うべき業務 

例）①登下校に関する業務、②夜間などにおける見回り、③学校徴収金の徴収・管理 など 

 

（２）学校の業務だが、必ずしも教員が担う必要がない業務 

例）①休み時間における対応、②校内清掃、③部活動など 

 

（３）教員の業務だが、負担軽減が可能な業務 

例）①給食時の対応、②授業準備、③学習評価や成績処理など 

 

業務の担い手を学校・教員以外の者に積極的に移行していくという視点に立って検討することが求められている。 
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⑤ 外国語教育への支援充実【重点的な取組】 

・民間委託による外国人講師を派遣します。 

※全小学校５，６年 年間３５時間、３，４年 年間１８時間、 

中学校 年間１３時間 

・外国語教育支援員を配置します。 

・教育センターにおいて、外国語指導の実践例（指導案）を集約し活用を図る

ことや、外国語活動のデジタル教材の整備及び年間指導計画を作成すること

等により、各学校の外国語活動を支援します。 

 

⑥ 各学校における特別支援教育体制の充実 

・特別支援教育担当者（学級担任、通級担当者、特別支援教育コーディネータ

ー）の研修を充実します。 

・校内支援体制構築への支援を行います。 

 

⑦ 教育委員会の各種事業の見直し 

・各種事業をスクラップ＆ビルドの視点で見直します。また、各種調査、会議、

行事のさらなる精選を行います。 

 

⑧ カウンセリングルームや教育相談室等の整備状況の調査、学校の相談体制の

環境整備 

・主に、小学校の整備状況を調査し、個別相談できる環境の整備を促進します。 

 

⑨ 水泳指導の民間スイミングスクールへの委託化 

・委託化による、施設老朽化対策、子どもの泳力向上、教員の業務軽減等の効

果を検証します。 

 

⑩ 普通教室の空調設備設置による、冬季のストーブ関連業務の削減 

・普通教室の冬季のストーブ使用を減らし、ストーブや灯油の管理、運搬業務

を削減します。 

 

⑪ 保護者向け配付文書、書類の削減 

 ・インターネット環境を活用しての情報伝達を検討します。 
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基本方針２ 「チーム学校」の体制強化と人員配置の工夫 

① 専門スタッフ等の配置の充実【重点的な取組】 

・学校へ配置している以下の非常勤講師や支援スタッフについて、各事業の主

旨や目的、勤務負担軽減の効果を検証し、支援体制の充実を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 専門スタッフ等の配置の総合的な最適化【重点的な取組】 

・学校へ配置している非常勤講師や支援スタッフ等を、各学校の実情に応じて

最適化するシステムを構築します。 

 

③ 学校間連携事業による教員の事務的業務の軽減【重点的な取組】 

・学校事務職員が行っている学校間連携事業により、学校事務職員が学校運営

に関する支援を行い、教員の事務負担軽減を図ります。 

 

＜特別支援教育に関する配置事業＞ 

・特別支援教育指導員配置事業 

・特別支援教育介助員配置事業 

   常時介助が必要な児童への安全確保 

・スクールメディカルサポート配置事業 

   医療的ケアを必要とする児童に対しての看護師派遣 

・学校訪問相談員派遣事業 

・ＬＤ等通級指導教室の巡回による指導 

通級できない子どもに巡回指導を行います   等 

＜学習指導に関する配置事業＞ 

・学校運営充実非常勤講師配置事業 

・英語教育支援員配置事業 

・理数教育充実非常勤講師、理科教育サポーター配置事業 

・音楽教育充実非常勤講師配置事業 

 音楽専科のいない小規模校に配置 

・日本語指導通級指導教室設置  

・外国人児童生徒指導協力員           等 

＜生徒指導、教育相談に関する配置事業＞ 

・スクールカウンセラー活用事業 

・スクールソーシャルワーカー活用事業 

・学校経営充実のための非常勤講師配置事業 

・子どもナビゲーター 

・不登校児童生徒のための適応指導教室事業 

・不登校児童生徒のための相談事業 

家庭訪問相談員、電話相談、来所相談、医療相談、 

グループ活動支援員             等 
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④ 部活動指導員制度の導入【重点的な取組】 

・専門性のない顧問がいる部活に配置します。 

※校長が顧問として任命することができ、単独で指導が可能な非常勤嘱託

職員（１回２時間週３回３５週） 

 

⑤ スクールサポートスタッフ配置事業の推進【重点的な取組】 

・効果を検証し配置の充実を図ります。 

※教員の事務的業務の一部を担う非常勤職員（週２９時間 年間４２週） 

 

⑥ 地域の人材活用による教員の業務支援 

・休み時間や給食の時間の見守り等について、地域ボランティアを活用します。 

・学校支援地域本部推進事業と連携して、地域人材の活用を推進します。 

・地域担当職員の位置づけを検討します。 

 

⑦ 中学校免許外教科指導の解消 

・非常勤講師配置の拡充や複数免許所持者の増員、および、複数校兼務発令を

進めます。 

 

基本方針３ 教員の意識改革と健康保持の実現 

① 出退勤の管理（客観的に把握・集計するシステムの導入）【重点的な取組】 

・教員の在校時間を客観的に把握しデータ集計するシステムを導入し、管理職

による指導・助言等を通じて教員の長時間労働是正を図ります。 

 

② 意識改革のためのプラン概要やリーフレットによる啓発【重点的な取組】 

・働き方改革の意義や取組への理解を広めるため、教員向けにプランの概要版

やリーフレットを作成し配付します。 

 

③ 教員のメンタルヘルス対策の促進 

・在校時間をもとにして産業医による面談を促進します。 

 

④ 休暇・休業の取得促進 

・年次休暇や男性教員の育児休業取得促進に向け、職場の雰囲気作りなどを管

理職に働きかけます。 

 

⑤ 学校行事の準備・運営方法見直しの啓発 

・各学校で行われている行事等について、準備にかける時間や練習方法等につ

いて、過度の対応とならないように呼びかけます。 
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⑥ 保護者や地域への啓発 

・教育だよりや教育委員会のホームページを活用し、保護者・地域に働き方改

革の意義を伝えます。 

 

⑦ 働き方改革の取組紹介 

・各学校の働き方改革の好事例を紹介し、取組の啓発をします。 

 

⑧ 目標申告制度等による個人の目標設定 

・各個人の勤務時間の削減目標設定を、目標申告制度に取り入れます。 
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５ 取組の推進体制 

 （１） 「チーム学校」推進委員会 

教員の勤務負担軽減の具体策を検討する組織として、平成２９年１０月教育委

員会内に「チーム学校」推進委員会を設立しました。（設置要領・・・・Ｐ１４）

また、「チーム学校」推進委員会の下部組織として、「部活動」「特別支援教育」「学

習指導」「生徒指導」「環境整備」の５つのワーキングループ（以下ＷＧ）を設置

し、これまで、素案の作成や具体策の検討、各種事業の組織横断的な調整を行っ

てきました。今後は、「チーム学校」推進委員会とＷＧを中心に、プランの推進と

効果の検証を図っていきます。 

 

（２） 各学校での取組 

① プランの取組をもとにした各学校での具体的な取組や、学校・地域の実態に

応じた独自の取組を検討し実践します。 

 

② 上記取組内容をプラン概要版に記載し、全職員の理解と意識改革を図ります。 

 

（３） 取組推進の進行管理 

＜推進委員会の年度スケジュール＞ 

 4

月 

5

月 
6月 

7

月 

8

月 

9

月 
10月 

11

月 

12

月 

1

月 
2月 3月 

推 進 

委員会 
  

前年度在校時

間集計等報告 
   

次年度方

策 決 定 
   

各課取組み

方 針 策 定 

目標申告面接報

告（事業効果） 
文科省への定数

要 望 提 出 
予算の確定 

ＷＧ 

  

  

  

  

  

 

 

① 年３回の「チーム学校」推進委員会で各ＷＧの取組状況を確認し、助言や支

援を行います。また、在校時間調査の結果や各ＷＧによる事業の検証結果をも

とに、それぞれの取組が勤務負担軽減にどの程度効果があったかを協議し、新

たな具体策の提案等を行います。協議の結果を受けて、各ＷＧで新たな具体策

を検討します。 

 

② プランは、新たな取組の追加や取組の見直しを反映したものとするため、毎

年度改定していきます。 

 

次年度目標

内容の検討 

次年度目標

内容の設定 

学校の

状況把

握 

大まか

な方針

決定 

 定数報告及び 

 専門スタッフ 

の調整 
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参考１ 中学校の目標設定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「勤務時間を除く在校時間が月平均４５時間をこえる人数を３割削減する」ためには、

本プラン３ページの表を見てもわかるように、中学校での在校時間削減が大きな鍵と

なります。中学校の状況の詳細は以下のようになっています。 

（中学校の勤務時間を除く在校時間の月平均の状況 ２０１７年度） 

時間 ～15 ～25 ～35 ～45 ～55 ～65 ～75 75～ 

人数割合 6.9% 4.9% 6.3% 9.4% 9.2% 9.3% 11.2% 42.7% 

 

仮に「勤務時間を除く在校時間数の月平均を１０時間削減する」という目標が達成で

きたと仮定すると、４５時間を超える人数の削減率は、 

（２０１７年度）           （平均１０時間の削減が実現できた場合） 

時間 ～45 45～ 10時間削減 ～45 45～ 削減率⇒63.3/72.5 

=87.3％ １割３分 人数割合 27.5% 72.5% 36.7% 63.3% 

 

となり、３割削減という目標からは程遠いことがわかります。では、何時間の削減が

実現できれば、３割削減の目標が達成できるのか、試算すると 

（平均２０時間削減の場合）         （平均３０時間削減の場合） 

時間 ～45 45～ 削減率 53.9/72.5 

=74.3% ２割６分 

～45 45～ 削減率 42.7/72.5 

=58.9％ ４割１分 人数割合 46.1% 53.9% 57.3% 42.7% 

 

となり、月３０時間の削減ができれば目標を十分に達成できることがわかります。こ

れは、困難なように思えますが、２０１７年度は部活動ガイドラインが運用されてい

なかったことを考慮し、その削減効果を踏まえると、 

（部活動ガイドラインによる削減効果） 

①２０１７年度 平日朝練も含め３時間、土日両日とも４時間活動していたと仮定 

   １週間で ３時間×５日＋４時間×２日＝２３時間 

②ガイドライン 平日１日と土日のどちらかを休養日とし、平日１日２時間、土日３

時間活動すると仮定 

   １週間で ２時間×４日＋３時間×１日＝１１時間 

③削減効果 ①－② ２３時間－１１時間＝１２時間 

１週間で１２時間の削減 ⇒ １か月で４８時間の削減が可能 

 

実際にはこのように単純にはいきませんが、部活動ガイドラインの適正な運用により

大幅な削減が望めます。本プランでは、学校種ごとの目標値は設定していませんが、

すべての学校種に共通する取組で月平均１０時間の削減を実現したうえで、中学校、

高校では、部活動ガイドラインによる削減効果で、月２０時間以上の削減も十分可能

です。このことから、中学校や高校でも、「勤務時間を除く在校時間が月平均４５時間

をこえる人数を３割削減する」という数値目標は十分達成できると考えています。 
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参考２ 学校における取組事例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ① 業務改善の推進 

 ・校務分掌のスリム化。すべての分掌について、必要な業務かどうかの

視点で見直す。 

 ・学校行事の精選、削減。全職員がスクラップ＆ビルドの視点で見直す。 

・学校行事の準備時間や期間の短縮。放課後練習や朝練習を大幅に削減

する。行事が終わった時点で提案資料の修正を行い次年度にいかす。 

 ・会議、打ち合わせの効率化。校務システムを活用したデータの共有化、

資料のペーパーレス化、会議終了時間の明示等。 

 

 ② 地域ボランティアの活用 

 ・これまで学校の業務と考えられていた業間休みや昼休みの時間の対応 

を保護者や地域ボランティアに依頼する。 

・印刷や配付物の仕分けなど簡易な事務的業務を保護者や地域ボランテ 

ィアに依頼し教員の業務を軽減する。 

 

 ③ 部活動の負担軽減 

 ・スポーツ庁および千葉市教育委員会「運動部活動ガイドライン」に則

り活動方針を策定し、運動部活動の運営を適切に行う。文化部活動に

ついても同様の基準で行う。 

 ・複数顧問がいる場合、指導する日を分担する。 

 ・専門性を持った顧問がいない場合は、外部指導者を積極的に活用する。 

 ・朝練習の内容を基礎体力作りなどに統一し、複数部活動合同で行い、

顧問は曜日を決めて交替で指導するなど参加回数を減らす。 

 

 ④ 教員の意識改革 

 ・プランの周知を図り、プランの目標にあるように、働き方改革により、 

より良い教育を行うことができるという意識を教員に持たせる。 

 ・ノー残業デーや閉庁時間の設定により、退勤時間を早める。 

 ・教員の出退勤時間を客観的に把握し、必要に応じて指導、助言する。 

 ・計画的な年次休暇や男性の育児休業取得を奨励する。また、長期休業

中は連続して１週間以上の休暇取得を奨励する。 

 ・目標申告やマイチャレンジシートに働き方に関する項目を入れ、目標

を設定し取組む。 

 ・働き方改革について地域や保護者に発信し、理解を得る。 
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参考３ 「チーム学校」推進委員会設置要領 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「チーム学校」推進委員会設置要領 

 

（目的） 

第１条 教員の負担軽減を図り、教員が授業を中心とする教育活

動に専念し、子どもと向き合う時間を十分に確保できる

よう総合的に検討するため、教育育委員会に「チーム学

校」推進委員会を置く。 

 

（所掌事務） 

第２条 「チーム学校」推進委員会は、主に以下の観点からの具

体策・目標値等について議論する。 

（１）教員とそれを支える多様な人材が連携し、チームとし

て学校運営に取り組む体制を着実に整えること 

（２）教員の働き方に関する意識改革を行うとともに、業務

量の見直しや進め方の効率化を図ること 

（組織） 

第３条 「チーム学校」推進委員会は、次の各号に掲げる職員に

より構成するものとする。 

（１）教育次長 （２）教育総務部部長 

（３）学校教育部長 （４）教育総務部総務課長 

（５）教育総務部教育職員課長  

（６）教育総務部教育職員課担当課長 

（７）学校教育部学事課長 （８）学校教育部教育指導課長 

（９）学校教育部教育支援課長 

（10）学校教育部保健体育課長 

（11）教育センター所長 （12）養護教育センター所長 


